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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第21期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 第21期より連結財務諸表を作成しているため、自己資本利益率は記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) ― ― ― ― 6,713,883

経常利益 (千円) ― ― ― ― 436,549

当期純利益 (千円) ― ― ― ― 429,658

純資産額 (千円) ― ― ― ― 4,311,391

総資産額 (千円) ― ― ― ― 10,222,725

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― 25,739

１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― ― 2,376

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― 2,357

自己資本比率 (％) ― ― ― ― 42.2

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 19.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― 566,499

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― △1,040,196

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― 968,571

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― ― ― ― 2,858,560

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(名)
―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)
195
(182)



(2) 提出会社の状況 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第21期より連結財務諸表を作成しているため、第21期の持分法を適用した場合の投資利益、営業活動による

キャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及

び現金同等物の期末残高は記載しておりません。 

３  持分法を適用した場合の投資利益については、第17期、第18期及び第19期においては損益等からみて重要性

に乏しいため、記載しておりません。 

４ 第18期においては、新株引受権付社債の新株引受権の行使があったため、発行済株式総数が18,628.80株か

ら18,636.89株に増加しております。 

５ 第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当

期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

６ 第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

７ 第18期より、「一株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業

会計基準第2号）及び「一株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

14年9月25日 企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。 

８ 第20期の１株当たり配当額3,000円には、設立20周年記念配当1,000円を含んでおります。 

９ 第21期においては、株式分割(平成17年５月20日)を行っているため、発行済株式総数が18,636.89株から

186,368.90株に増加しております。なお、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 6,397,924 5,737,807 5,588,855 5,361,531 6,225,657

経常利益 (千円) 635,675 180,540 305,412 345,360 430,561

当期純利益又は当期 
純損失(△)

(千円) 291,088 △595,820 296,694 296,422 304,559

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) ― ― ― 10,688 ―

資本金 (千円) 1,406,012 1,406,612 1,406,612 1,406,612 1,406,612

発行済株式総数 (株) 18,628.80 18,636.89 18,636.89 18,636.89 186,368.90

純資産額 (千円) 3,894,111 3,125,259 3,195,551 3,696,298 4,293,029

総資産額 (千円) 9,445,713 8,477,640 8,635,633 8,563,499 9,095,538

１株当たり純資産額 (円) 212,583 172,503 198,570 226,917 25,629

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

1,250

(―)

1,250

(―)

2,000

(―)

3,000

(―)

200

(―)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期 
純損失(△)

(円) 15,671 △32,725 16,342 17,462 1,635

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

(円) 15,566 ― ― 17,343 1,622

自己資本比率 (％) 41.2 36.9 37.0 43.2 47.2

自己資本利益率 (％) 7.5 ― 9.4 8.6 7.6

株価収益率 (倍) 21.3 ― 12.5 45.3 28.9

配当性向 (％) 7.9 ― 12.2 17.2 12.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 341,247 163,891 532,256 199,092 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △13,320 19,455 12,409 △227,547 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △176,669 △111,298 △225,231 △224,402 ―

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 2,186,360 2,260,371 2,577,879 2,325,163 ―

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(名)
182
(45)

167
(47)

148
(45)

160
(63)

168
(90)



は分割が期首に行われたものとして計算しております。 



  

２ 【沿革】 

年月 沿革

昭和60年12月 東京都千代田区麹町に、資本金2,000千円で株式会社翔泳社を設立。コンピューターソフトウェアのマニュアル

受注制作事業を開始。

昭和62年３月 書籍流通の取次口座を取得。「日本語Windowsプログラマーズガイド」を出版し、パソコン関連書籍の出版事業

を開始。

昭和63年４月 パソコン関連企業のパッケージデザイン、ブランドデザイン、CI、空間デザインなどの事業を開始。

平成４年12月 本社を東京都渋谷区神宮前に移転。

平成５年６月 「Windows APIバイブル１」を刊行。以降プログラミング専門書を拡充。

平成５年９月 不動産管理事業の運営を目的として、子会社株式会社クラスエイを設立。

平成７年４月 一般書籍事業(翻訳ノンフィクション等)を開始。雑誌「Visual Basic Magazine」を創刊。

ゲーム開発局を新設し、ゲーム開発事業を開始。

平成８年１月 グラハム・ハンコック著「神々の指紋」(上・下)刊行。約225万部のベストセラーとなる。

平成10年３月 アミューズメント施設運営事業を開始。目黒区武蔵小山に「Game Goose」1号店オープン。

平成10年７月 本社を東京都新宿区舟町に移転し、全部局を統合。

EXAM PRESSシリーズを刊行。以降資格試験対策書籍を拡充。

平成10年９月 当社株式を日本証券業協会に店頭登録。

平成10年12月 米国TPD社とVisual C++のカンファレンス「VCDC JAPAN」を共催、カンファレンス・セミナー事業を開始。

平成11年４月
ゲーム開発局をソフトウェア・ソリューション局へ組織変更。一般システム受注、携帯電話向けソフト開発事業

を開始。

平成11年６月 雑誌「DB MAGAZINE」を創刊。

平成11年７月 IT技術者向けコマースサイト「SEshop.com」をオープン。

「ネットビジネス戦略入門」を刊行し、ビジネス書籍分野へ参入。

平成11年10月 KDDIの携帯インターネットサービス「EZ Web」に、公式サーチエンジン「EZサーチ」他のサービスを開始。

平成11年12月 コンピュータ関連書籍のインターネット直販会社cbook24.com株式会社を他のコンピュータ関連書籍出版社等と

共同で設立。

平成12年10月 メール広告事業を行う株式会社イージーユーズ（現関連会社）の株式を取得。

平成12年12月 自社書籍をテキストとするe-learningサービス「独習ゼミ」の販売を開始。

平成13年７月 HARVARD BUSINESS SCHOOL PRESSシリーズの第一弾として「イノベーションのジレンマ」を刊行。

平成13年11月 IT関連の職業紹介事業の運営を目的として、子会社株式会社翔泳社人材センター（現株式会社翔泳社プラス）を

設立。

平成14年10月 雑誌「Visual Basic Magazine」を「dotNET Magazine」に誌名変更し発刊。

平成15年２月 IT開発技術者向けセミナーイベント「Developers Summit」の定期開催を開始。

平成15年８月 「Project Management Professional」をはじめとする資格学習ソフトの販売を開始。

平成15年11月 携帯電話向け懸賞サイト「LOTO!LOTO!」をオープンし、モバイル広告事業を開始。

平成16年６月 PMP資格試験に対応した「Project Management Professionalセミナー」の定期開催を開始。

平成16年７月 インターネットカフェ運営事業を開始。新宿区新宿に「Moopa!」1号店オープン。

平成16年11月 プロジェクトマネジメントの専門誌「PM magazine」を創刊。

プロジェクトマネジメント関連情報のポータルサイト「PM INFO WEB」をオープン。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年１月 モバイル関連事業の一環として、モバイルコマース事業を開始。

平成17年３月 アフィリエイト広告事業を行う株式会社モバイル・アフィリエイト（現関連会社）の株式を取得。

平成17年４月 雑誌「dotNET Magazine」を「Windows Developer Magazine」に誌名変更し発刊。

平成17年６月 システム開発者向けWebマガジン「CodeZine」をオープン。

システム開発者向け専門誌「開発の現場」を創刊。

平成17年８月 システムインテグレーション事業を行う株式会社アールラーニング（現関連会社）の株式を取得。

平成17年９月 インターネットカフェの運営を行う株式会社リバティハウス（現INCユナイテッド株式会社）の株式を取得し、

子会社化。

平成17年10月 インターネットカフェの運営を行う株式会社コミカの株式を取得し、子会社化。

デザイン関連雑誌「DESIGN QUARTERLY」を創刊。

平成17年11月 ソーシャルネットワーキングサイト「COLORS」をオープンし、SNS事業を開始。

平成17年12月 インターネットカフェ事業におけるグループ内統合の一環で、株式会社コミカをINCユナイテッド株式会社に吸

収合併。

平成18年１月 インターネットカフェ事業におけるグループ内統合の一環で、当社ネットカフェ事業をINCユナイテッド株式会

社に営業譲渡。



  

３ 【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社翔泳社）、連結子会社のINCユナイテッ

ド株式会社、株式会社翔泳社プラス（平成17年4月1日に㈱翔泳社人材センターより商号変更）並びに株式

会社クラスエイ、及び持分法適用関連会社のeCapital Investments Limited、株式会社イージーユーズ、

Global Vision Technology,Inc.、 株式会社モバイル・アフィリエイト並びに株式会社アールラーニング

より構成されております。 

  

(当社) 

株式会社翔泳社 

 当社は、コンピュータ関連書籍・雑誌の発行・販売を中心とした技術情報の提供及び技術者を中心とし

たハイエンドユーザー向けオンラインショップSEshop.comの運営(出版事業)、情報通信関連企業を対象と

した企業サポートサービスの提供(コーポレートサービス事業)、並びに一般企業及び個人ユーザーを対象

としたソフトウェアによるソリューションの提供(ソフトウェア・ネットワーク事業)の３事業を主たる業

務としております。各事業の詳細については以下のとおりであります。 

(1) 出版事業 

コンピュータ関連書籍・雑誌の発行・販売 

コンピュータ関連のカンファレンス・教育 

コンピュータ関連技術情報のWeb上での提供 

一般書籍、海外翻訳書籍の発行・販売 

オンラインショップにおけるソフトウェア・ハードウェアの販売 

その他コンピュータ関連商品・サービスの販売 
  

(2) コーポレートサービス事業 

情報技術(パソコン・ネットワーク・ソフトウェア等)関連企業を対象とする以下のサービスの提供 

・製品付随物・同封物の企画・製造請負 

・製品のマーケティング・販売促進に関するサービス 

・ユーザー(主に技術者)のサポートサービス 

・企業PR／IRのサポートサービス 
  

(3) ソフトウェア・ネットワーク事業 

エンターテイメントソフトウェアの開発・販売 

携帯インターネット技術及びサービスの開発・販売 

アミューズメント施設の運営 

  

(連結子会社) 

INCユナイテッド株式会社 

当社の82％子会社で、インターネットカフェ事業を行っております。 

  

株式会社翔泳社プラス（平成17年4月1日に㈱翔泳社人材センターより商号変更） 

当社の100％子会社で、IT関連の職業紹介事業、人材派遣事業、請負業務紹介事業等を行っておりま

す。 

  

株式会社クラスエイ 

当社の100％子会社で、当社本社ビルの不動産管理事業を行っております。 

  



(持分法適用関連会社) 

eCapital Investments Limited 

当社25％出資の関連会社で、上海でコールセンター事業を営む800TeleServices  Marketing 

Consulting Company Limited社の100％持株会社であります。 

  

  株式会社イージーユーズ 

当社30％出資の関連会社で、主にインターネット媒体事業を行っております。 

  

  Global Vision Technology,Inc. 

当社25％出資の関連会社で、米国でベンチャー企業向けのコンサルティング及びＣＡＤソフトの販

売・サポートを行っております。 

  

  株式会社モバイル・アフィリエイト 

当社26％出資の関連会社で、モバイルインターネット向けのアフィリエイト広告事業を行っておりま

す。 

  

 株式会社アールラーニング 

   当社29％出資の関連会社で、システムインテグレーション事業等を行っております。 

  

４ 【関係会社の状況】 

  

 
（注） INCユナイテッド株式会社は、特定子会社であります。 

  

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合 
(％)

関係内容

（連結子会社） 
INCユナイテッド株式会社

東京都新宿区 321,018
インターネットカ
フェ事業

82 役員の兼任 1名

（連結子会社） 
株式会社翔泳社プラス

東京都新宿区 17,500 有料職業紹介事業 100 役員の兼任 3名

（連結子会社） 
株式会社クラスエイ

東京都新宿区 10,000 不動産管理事業 100

役員の兼任 3名  

当社本社ビル不動

産管理を行ってお

ります。

（持分法適用関連会社） 
eCapital Investments Limited

英国領ケイマン諸島 800（千USD） 持株会社 25 特になし

（持分法適用関連会社） 
株式会社イージーユーズ

東京都中央区 221,600
インターネット媒
体事業

30 役員派遣等

（持分法適用関連会社） 
Global Vision Technology,Inc.

米国カリフォルニア州 813（千USD） CADソフト販売等 25 役員派遣等

（持分法適用関連会社） 
株式会社モバイル・アフィリエイト

東京都渋谷区 34,000
アフィリエイト広
告事業

26 役員派遣等

（持分法適用関連会社） 
株式会社アールラーニング

東京都新宿区 57,500
システムインテグ
レーション事業等

29 特になし



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

出版事業
95( 6)

コーポレートサービス事業
31( 1)

ソフトウェア・ネットワーク事業
32(83)

インターネットカフェ事業
15(92)

その他の事業
12( 0)

全社(共通)
10( 0)

合計
195(182)

従業員数(名) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(円)

168(90) 34歳４ヶ月 ５年１ヶ月 5,923,682



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度の事業セグメント別の業績については以下のとおりです。 

出版事業におきましては、書籍全般に関し好調に推移し、中でもＩＴ技術のオープン化に伴いオープ

ンソース系の書籍が好調でした。また、インターネット利用の一般化に伴い、アフィリエイトやオンラ

イン株取引を題材とするものなど一般消費者向けの書籍に高いニーズを得られたのも特徴的でした。ま

た、e-Learningやセミナー・カンファレンスの主催・運営なども概ね順調に推移いたしました。この結

果、売上高は3,568百万円となりました。 

  

コーポレートサービス事業におきましては、景気回復の本格化を受け、クライアントにおけるマーケ

ティング投資等が積極的であったことから、受注が好調に推移いたしました。この結果、売上高は

1,152百万円となりました。 

  

ソフトウェア・ネットワーク事業におきましては、新規事業であるモバイル広告の順調な成長によ

り、モバイル関連事業が好調に推移し、当セグメントの成長を牽引しました。ゲームソフトの受託開発

においても予定通りの開発進行を行うことができ、順調に推移いたしました。ゲーム施設の運営につき

ましても、通信型ゲームの稼動が好調であったことなどから、堅調に推移いたしました。この結果、売

上高は1,223百万円となりました。 

  

インターネットカフェ事業におきましては、当社グループ内のネットカフェ事業を連結子会社である

ＩＮＣユナイテッド株式会社に一本化させ、同事業の展開の加速を図りました。新店開発に成功し、当

期末には9店舗まで店舗数を伸ばしました。競争力のある店舗運営が功奏し、各店の売上も好調に拡大

し、グループ全体の成長を牽引いたしました。当事業セグメントの売上高は607百万円となりました。 

  

その他の事業につきましては、売上高161百万円となりました。 

この結果、当連結会計年度の連結売上高は6,713百万円、連結営業利益は536百万円、連結経常利益は

436百万円、連結当期純利益は429百万円となりました。 

なお、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との対比の記載はして

おりません。(以下「(2) キャッシュ・フローの状況」及び「２ 生産、受注及び販売の状況」におい

ても同じ。)また、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、2,858百万円となりました。 

  

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益652百万円に対し、566百万円となり

ました。税金等調整前当期純利益に対する主な加算要因は「固定資産の減価償却費及び長期前払費用の

償却額」170百万円、保有不動産等の減損処理による「減損損失」88百万円及び「たな卸資産の減少

額」65百万円であります。これに対し、主な減算要因は「売上債権の増加額」119百万円、保有株式の

一部売却による「投資有価証券売却益」207百万円及び連結子会社の増資に伴う「持分変動利益」199百

万円であります。 

  

投資活動によるキャッシュ・フローは、△1,040百万円となりました。主なキャッシュイン要因とし

ては「投資有価証券の売却による収入」475百万円、主なキャッシュアウト要因としては「有形固定資

産の取得による支出」562百万円及び「投資有価証券の取得による支出」454百万円であります。 

  

財務活動によるキャッシュ・フローは、968百万円となりました。主なキャッシュイン要因としては

「社債の発行による収入」1,128百万円及び「自己株式の処分による収入」442百万円、主なキャッシュ

アウト要因としては「社債の償還による支出」400百万円であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ コーポレートサービス事業の全部及びソフトウェア開発事業の一部について受注生産を行っております。 

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は仕入価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(千円)

出版事業 3,460,163

コーポレートサービス事業 1,142,458

ソフトウェア・ネットワーク事業 696,569

合計 5,299,191

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

受注高(千円) 受注残高(千円)

コーポレートサービス事業 1,186,118 171,969

ソフトウェア・ネットワーク事業 334,621 181,851

合計 1,520,739 353,820

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(千円)

出版事業 126,479

合計 126,479



(4) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(千円)

出版事業 3,568,322

コーポレートサービス事業 1,152,729

ソフトウェア・ネットワーク事業 1,223,112

インターネットカフェ事業 607,850

その他の事業 161,869

合計 6,713,883

相手先

当連結会計年度

販売高(千円) 割合(％)

日本出版販売㈱ 933,563 13.9

㈱トーハン 726,909 10.8



３ 【対処すべき課題】 

当社は企業集団として総体の成長を重視すべきとの判断から、戦略的投資やＭ＆Ａなども活用しなが

ら、事業セグメントごとに子会社、関連会社などを含めた成長の加速を実現して行く必要があると考え

ております。 

 その一環として、今秋、会社分割による純粋持株会社化を計画しております。  

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項

は、当連結会計年度末（平成18年３月31日）現在において当社が判断したものであります。 

  

１．委託販売制度について 

当社は出版業界の慣行に従い、当社が取次会社及び書店に配本した出版物（書籍及び雑誌等）のほ

とんどについては、配本後、約定期間（委託期間）内に限り、返品を受け入れることを販売条件とす

る委託販売制度を採用しております。 

 当社は、返品を減少させるため、各書店における販売動向を十分に考慮した配本を行っておりま

す。また、返品による損失に備えるため、会計上、書籍等の出版事業に係る売掛金残高に一定期間の

返品率及び売買利益率を乗じた額を返品調整引当金として計上しておりますが、返品率の変動は、当

社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

２．再販制度について 

当社の発行、販売する出版物については、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」

（以下、独占禁止法という）第24条の２の規定により、再販売価格維持制度（以下、再販制度とい

う）が認められる特定品目に該当適用しております。 

 独占禁止法は、再販制度を不公正な取引方法として原則禁止しておりますが、公正取引委員会の指

定する書籍・雑誌等の著作物の小売価格については、例外的に再販制度が認められております。な

お、当社は、取次会社との取引価格の決定は、定価に対する掛け率によっております。 

 公正取引委員会が平成13年３月23日に発表した「著作物再販売制度の取扱いについて」によると、

当面の間、再販売制度は維持・存続される見通しですが、一方で再販制度を維持しながらも、消費者

利益のため現行制度の弾力的運用を業界に求めていく方針を発表しております。 

 同制度の弾力的運用または廃止は、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

平成18年６月23日開催の当社定時株主総会における新設分割計画書の承認に基づき、当社は平成18年10

月１日を期して当社の100％連結子会社「（株）翔泳社」、「（株）ＳＥデザイン」、「ＳＥモバイル・

アンド・オンライン（株）」及び「（株）ゲームグース」を会社分割により新設し、当社の全事業である

出版事業、コーポレートサービス事業、ソフトウェア・ネットワーク事業及び遊技場、ゲームセンター経

営事業を各々の子会社に承継させる予定であります。 

なお、当社はこの会社分割を機に商号を「ＳＥホールディングス・アンド・インキュベーションズ

（株）」に変更し、純粋持株会社として、事業子会社の管理・統括を行うと同時にIT関連企業等の起業支

援・企業育成を積極的に実施することにより、当社グループの拡大と成長を目指してまいります。 

 会社分割の概要については、「第５[経理の状況] ２[財務諸表等]追加情報」に記載のとおりでありま

す。 

  

 

  

  

６ 【研究開発活動】 

当社ソフトウェア・ネットワーク事業においては、主要ゲームソフトベンダーからのゲームソフトの開

発受託、モバイル端末向けのコンテンツや企業サイトの開発受託、運営受託等を中心に行っております

が、一方でこれらＯＥＭで培った３Ｄ表現やネットワーク技術等を活かし、自社運営を目的としたネット

ワークゲーム等の研究開発に取り組んでおります。 

 当連結会計年度の研究開発費総額は、37,758千円であります。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（財政状態の分析） 

当連結会計年度は、「グループ化と成長基盤の確立」を課題とし、企業グループの構成を図り、連結決

算を開始し、新規事業（モバイル広告、インターネットカフェ事業）の立上げ・拡大に積極投資してまい



りました。 

 社債等長期借入、自己株式の処分及び第三者割当増資により調達した資金約10億円を、主にインターネ

ットカフェ事業、モバイル広告事業等の新規事業や、IT関連企業育成に投資いたしました。 

  

（経営成績の分析） 

当連結会計年度は、既存事業が順調に推移し、新規事業（モバイル広告、インターネットカフェ事業）

が好調であり、グループ各社業績も総じて順調でありました。 

 なお、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との対比の記載はしてお

りません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

特に記載すべき事項はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

（１）提出会社 
  

 
（注）１ 金額は、帳簿価額によっております。 

２ ［ ］内の数字は内書きで、賃貸中のものであります。 

３ 上記のほかリース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

  

 
(注) 所有権移転外ファイナンスリース 

４ 従業員数には臨時従業員は含まれておりません。 

５ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（２）国内子会社 
  

 
（注）１ 金額は、帳簿価額によっております。 

２ ［ ］内の数字は内書きで、賃貸中のものであります。 

３ 従業員数には臨時従業員は含まれておりません。 

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特に記載すべき事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特に記載すべき事項はありません。 

事業所 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

土地
建物
(千円)

構築物
(千円)

工具器具
及び備品 
(千円)

合計(千円)
従業員
数 
(人)面積(㎡) 金額(千円)

本社 
(東京都新宿区)

本社業務 
出版事業 
コーポレートサー
ビス事業 
ソフトウェア・ネ
ットワーク事業 
その他の事業

513.13
［7.7］

775,000
［11,625］

481,459
［ 7,221］

182
［ 2］

8,058
 

1,264,701 
 

148 
 

ソフトウェア 
ソリューション局 
分室 
(東京都新宿区)

ソフトウェア・ネ
ットワーク事業

19.33 15,600 30,533 － 387 46,521 3

名称 件数 リース期間
年間リース料
(千円)

リース契約残高 
(千円)

パソコン一式 5件 3年～5年 4,127 1,487

コピー機・ファックス 2件 4年 1,379 698

会社名
事業所 

(所在地)
事業の種類別 
セグメントの名称

土地
建物
(千円)

構築物
(千円)

工具器具 
及び備品 
(千円)

合計(千円)
従業員
数 
(人)面積(㎡) 金額(千円)

INCユナイ
テッド㈱

インターネットカ
フェMoopa!新宿店 
(東京都新宿区)

インターネッ
トカフェ事業

55.29 282,159 99,432 － 17,531 399,123 －

㈱クラス
エイ

賃貸資産 
(東京都千代田区)

その他の事業
62.80

［62.80］
29,635

［29,635］
10,576

［10,576］ － － 40,211 －



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 平成17年５月20日に行いました株式分割（1：10）により、会社が発行する株式の総数が74,000株から740,000

株に増加しております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)１  提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使に

より発行された株式数は含まれておりません。 

  ２  平成17年５月20日に行いました株式分割（1：10）により、発行済株式の総数が18,636.89株から186,368.90

株に増加しております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 740,000

計 740,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 186,368.90 186,368.90
ジャスダック
証券取引所

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

計 186,368.90 186,368.90 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権 

株主総会の特別決議日(平成12年６月23日) 

  

 
(注) １ 権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は分割ま

たは併合の比率に応じ比例的に調整される。 

２ 権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、発行価額は分割または併合の比率に応じ比例的に

調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。また、権利付与日以降、時価を下回

る価額で新株を発行(旧商法に定める新株引受権証券および同旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権

の権利行使の場合を除く。)するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。 

 
３ ①権利を付与された者は、当社の取締役または従業員たる地位を失った後も、これを行使することができ

る。また、権利を付与された者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いず

れの場合にも後記③に掲げる権利付与契約に定める条件による。 

  ②権利を付与された者は、付与された権利の第三者への譲渡、質入れその他の処分をすることはできない。

  ③この他、権利行使の条件は、平成12年６月23日の定時株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と

付与の対象者との間で締結する権利付与契約に定めるものとする。 

４ その他、権利付与日以降、当社が他社と吸収合併または新設合併等を行う場合、株式交換もしくは株式移転

を行う場合、または会社分割を行う場合その他調整の必要が生じた場合は、合理的な範囲で新株引受権の目

的たる株式の数、新株発行価額、権利行使期間その他について必要と認める調整を行い、また権利行使を制

限し、未行使の権利を失効させることができるものとする。 

  

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)  3,560(注)１  3,560(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 125,463(注)２ 125,463(注)２

新株予約権の行使期間
平成14年６月24日から
平成22年６月22日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格   125,463
資本組入額    62,732

発行価格    125,463 
資本組入額   62,732

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の第三者への譲渡、質入
れその他の処分はできない。

同左

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数



株主総会の特別決議日(平成13年６月26日) 

  

 
(注) １ 権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は分割ま

たは併合の比率に応じ比例的に調整される。 

２ 権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、発行価額は分割または併合の比率に応じ比例的に

調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。また、権利付与日以降、時価を下回

る価額で新株を発行(旧商法に定める新株引受権証券および旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の

権利行使の場合を除く。)するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。 

 
３ ①権利を付与された者は、当社の取締役または従業員たる地位を失った後は、これを行使することができな

い。 

  ②権利を付与された者は、付与された権利の第三者への譲渡、質入、相続その他の処分をすることができな

い。 

  ③この他、権利行使の条件は、平成13年６月26日の定時株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と

付与の対象者との間で締結する権利付与契約に定めるものとする。 

４ その他、権利付与日以降、当社が他社と吸収合併または新設合併等を行う場合、株式交換もしくは株式移転

を行う場合、または会社分割を行う場合その他調整の必要が生じた場合は、合理的な範囲で新株引受権の目

的たる株式の数、新株発行価額、権利行使期間その他について必要と認める調整を行い、また権利行使を制

限し、未行使の権利を失効させることができるものとする。 

  

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,417(注)１ 2,417(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 54,500(注)２ 54,500(注)２

新株予約権の行使期間
平成15年６月27日から
平成23年６月25日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格    54,500
資本組入額   27,250

発行価格    54,500 
資本組入額   27,250

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の第三者への譲渡、質入
れその他の処分はできない。

同左

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数



② 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容 

株主総会の特別決議日(平成14年６月25日) 

  

 
(注) １ 平成17年5月20日付の株式分割（分割比率1:10)により、新株予約権１個につき目的となる株式数を１株から

10株に変更しております。 

２ 新株予約権を発行する日(以下、「発行日」という。)以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合

には、各新株予約権の目的たる株数(以下、「付与株式数」という。)を次の算式により調整し(１株未満の

端数は切捨て)、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却されて

いない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

  また、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与

株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却されて

いない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

３ 発行日以降、以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整する。 

  ①当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げる。 

 
  ②当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権

の行使、平成14年４月１日改正前商法に定める転換社債の転換、新株引受権証券ならびに旧商法第280条

ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

 
   なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものとする。 

  ③当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生

じたときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するもの

とする。 

４ ①権利を付与された者は、当社の取締役または従業員たる地位を失った後は、これを行使することができな

い。 

  ②権利を付与された者は、付与された権利の第三者への譲渡、質入、相続その他の処分をすることができな

い。 

  ③この他、権利行使の条件は、平成14年６月25日の定時株主総会決議および平成14年７月３日の取締役会決

議に基づき、当社と付与の対象者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるものとする。 

  

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個)  205(注)１  205(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)  2,050(注)２ 2,050(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 26,600(注)３ 26,600(注)３

新株予約権の行使期間
平成16年６月26日から
平成24年６月24日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
(円)

発行価格    26,600
資本組入額   13,300

発行価格    26,600 
資本組入額   13,300

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の第三者への譲渡、質入れそ
の他の処分はできない。

同左

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)  

１ 株式分割 １：２ 

２ 新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加 

３ 新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加 

４ 株式分割 １：10 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成13年５月18日
（注１）

9,259.79 18,519.58 ― 1,397,916 ― 1,307,051

平成13年４月１日～
平成13年９月30日

（注２）
109.22 18,628.80 8,096 1,406,012 8,420 1,315,471

平成14年４月１日～
平成14年９月30日

（注３）
8.09 18,636.89 599 1,406,612 623 1,316,095

平成17年５月20日
（注４）

167,732.01 186,368.90 ― 1,406,612 ― 1,316,095



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 自己株式は「個人その他」に18,865株、「端株の状況」に0.50株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
  

区分

株式の状況

端株の状況
(株)政府及び 

地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 9 15 32 19 5 5,757 5,837 －

所有株式数 
(株)

0 19,533 1,544 3,397 12,590 43 149,261 186,368 0.90

所有株式数 
の割合(％)

－ 10.5 0.8 1.8 6.8 0.0 80.1 100.0 －

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

(％)

株式会社翔泳社 新宿区舟町5 18,865 10.12

速水浩二 横浜市青葉区大場町 18,250 9.79

井上智治 港区白金台 16,440 8.82

イ ク シ ス  イ ン ベ ス タ ー 

サービシズ パリ

(常任代理人) 
㈱東京三菱UFJ銀行カストディ業務部 
千代田区丸の内2-7-1

8,500 4.56

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2-2-1 7,400 3.97

長廻健太郎 杉並区松庵 6,596 3.53

佐々木幹夫 武蔵野市吉祥寺東町 5,100 2.73

篠崎晃一 小平市学園西町 4,840 2.59

日本証券金融株式会社 中央区日本橋茅場町1-2-10 4,386 2.35

片岡巖 新宿区矢来町 4,200 2.25

計 ― 94,577 50.74



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 「端株」欄の普通株式には、当社所有の自己株式0.50株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  18,865

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 167,503 167,503 同上

端株 普通株式 0.90 ― 同上

発行済株式総数 186,368.90 ― ―

総株主の議決権 ― 167,503 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社翔泳社 東京都新宿区舟町５ 18,865 － 18,865 10.12

計 ― 18,865 － 18,865 10.12



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の内容 

  

 
  

 
  

② 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容 

  

 
  

決議年月日 平成12年６月23日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役  3
当社従業員  61

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成13年６月26日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役  3
当社従業員  63

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成14年６月25日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役  3
当社従業員  54

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

 
ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

 
（注）１ 平成18年２月14日決議内容： 

     株式数（数）3,000、価額の総額（円）200,000,000、買付期間：平成18年２月15日～平成18年３月31日 

   ２ 平成18年３月１日決議内容： 

     平成18年２月14日決議株式数（数）を4,000に変更、同価額の総額（円）を250,000,000に変更、買付期間：

平成18年２月15日～平成18年３月31日 

  

 
（注）１ 平成18年５月26日決議における買付期間：平成18年５月29日～平成18年８月31日 

   ２ 現在も買付期間中であるため、未行使割合が高くなっております。 

  

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

 
  

ホ 【自己株式の保有状況】 

(平成18年６月23日現在)

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

 取締役会での決議状況
(平成18年２月14日決議及び 
 平成18年３月１日決議)

上限 4,000 上限 250,000,000

 前決議期間における取得自己株式 4,000 194,000,100

 残存決議株式数及び価額の総額 0 55,999,900

 未行使割合(％) 0.0 22.4

(平成18年６月23日現在)

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

 取締役会での決議状況
(平成18年５月26日決議)

上限 4,000 上限 240,000,000

 前決議期間における取得自己株式 980 37,396,950

 残存決議株式数及び価額の総額 3,020 202,603,050

 未行使割合(％) 75.5 84.4

(平成18年６月23日現在)

区分 処分、消却又は移転株式数(株) 処分価額の総額(円)

 新株発行に関する手続きを準用
 する処分を行った取得自己株式

8,000 452,000,000

 消却の処分を行った取得自己株式 ― ―

 合併、株式交換、会社分割に
 係る取得自己株式の移転

― ―

(平成18年６月23日現在)

区分 株式数(株)



 
  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

 保有自己株式数 19,795.50



３ 【配当政策】 

当社は、長期的な視野に立ち、企業体質の強化を図りながら安定的配当を実施していくことを基本方針

としております。また、株主各位への利益還元を経営上の最重要施策の一つと考え、前々期（第19期）よ

り1株当たり2,000円（第18期以前は1,250円）10分割後1株当たり200円（株式分割日平成17年5月20日）を

当面の安定配当としております。（第20期につきましては、上記の1株当たり2,000円の普通配当に、設立

20周年の記念配当1,000円を加え、合計3,000円の配当を行っております。）また内部留保資金につきまし

ては、現在の各事業内における基盤拡大のための安定的且つ効率的な投資のために役立てる所存でありま

す。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは、日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降は

ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

※印は、平成17年５月20日付株式分割による権利落ち後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 969,000 330,000 323,000
790,000
※79,100

161,000

最低(円) 300,000 52,000 49,000
165,000
※59,100

39,000

月別
平成17年 
10月

11月 12月
平成18年
１月

２月 ３月

最高(円) 57,800 57,600 56,500 63,500 53,600 49,900

最低(円) 52,100 52,000 51,800 49,000 39,000 45,500



５ 【役員の状況】 
  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

速 水 浩 二 昭和42年１月９日生

平成元年４月 株式会社協和銀行(現りそな銀行)

入社

18,250

平成５年12月 当社入社

平成７年４月 当社ゲーム開発局(現ソフトウェア

ソリューション局)長

平成７年６月 当社取締役就任

平成８年４月 当社代表取締役社長就任(現任)

平成９年３月 株式会社クラスエイ取締役就任

平成12年３月 株式会社クラスエイ代表取締役社

長就任(現任)

 平成12年３月 株式会社ガイアックス取締役就任

(現任)

平成12年７月 株式会社イージーユーズ取締役就

任（現任）

平成13年11月 株式会社翔泳社人材センター（現

翔泳社プラス）取締役就任(現任)

平成14年７月 Global Vision Technology, Inc. 

取締役就任（現任）

平成14年10月 800TeleServices Holding Limited 

取締役就任（現任）

 平成17年３月 株式会社モバイル・アフィリエイ

ト 取締役就任（現任）

 平成17年９月 株式会社リバティハウス（現INCユ

ナイテッド）代表取締役社長就任

平成18年２月 INCユナイテッド株式会社取締役就

任（現任）

取締役  
副社長

出版局長 佐々木 幹 夫 昭和34年10月28日生

昭和60年４月 株式会社平沢コミュニケーション

ズ入社

5,100

 昭和63年６月 当社入社

 平成６年６月 当社取締役コミュニケーションデ

ザイン局長就任

 平成９年４月 当社取締役出版局長就任(現任)

 平成11年６月 当社取締役副社長就任(現任)

 平成13年11月 株式会社翔泳社人材センター（現

翔泳社プラス）代表取締役社長就

任(現任)

 平成14年９月 ㈱クラスエイ取締役就任(現任)

平成16年４月 ㈱イージーユーズ取締役就任（現

任）

 平成17年９月 株式会社リバティハウス（現INCユ

ナイテッド）取締役就任

取締役  
副社長

コミュニケー
ションデザイ
ン局長

篠 崎 晃 一 昭和30年２月24日生

昭和53年４月 有限会社向井周太郎デザイン研究

所入社

4,840

昭和55年２月 株式会社平沢コミュニケーション

ズ入社

昭和61年10月 株式会社アーツ入社

昭和62年４月 同社取締役就任

昭和63年７月 当社入社

平成元年５月 当社取締役就任

平成２年４月 武蔵野美術大学非常勤講師(現任)

平成５年４月 当社取締役副社長就任(現任)

平成９年３月 株式会社クラスエイ取締役就任(現

任)

平成９年４月 当社取締役副社長コミュニケーシ

ョンデザイン局長就任(現任)

平成13年11月 株式会社翔泳社人材センター（現

翔泳社プラス）取締役就任(現任)

平成17年９月 株式会社リバティハウス（現INCユ

ナイテッド）取締役就任



 
(注) 監査役飯塚孝徳及び監査役井上 逞は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

取締役 佐 多 俊 一 昭和44年８月２日生

平成４年４月 株式会社住友銀行（現三井住友銀

行）入社

150

平成９年２月 当社入社

平成10年１月 当社常勤監査役就任

平成11年６月 当社取締役管理部長就任

平成11年６月 株式会社クラスエイ取締役就任

平成12年８月 株式会社イージーユーズ監査役就

任（現任）

平成12年４月 当社取締役ソフトウェアソリュー

ション局長就任

平成14年９月 当社退社

平成15年４月 株式会社コンポーネントソース代

表取締役社長就任（現任）

平成17年11月 株式会社ラナジャパン取締役就任

（現任）

平成18年６月 当社取締役就任（現任）

監査役 
（常勤）

山 崎 康 子 昭和32年10月27日生

平成２年10月 当社入社

1,160
平成８年４月 当社管理部長代理

平成10年11月 当社退社

平成11年６月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 飯 塚 孝 徳 昭和41年６月１日生

平成８年３月 原田・尾崎・服部法律事務所入所

(現任) ―

平成10年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 井 上   逞 昭和14年10月18日生

昭和37年４月 日興證券株式会社入社

―

昭和57年９月 同社船橋支店長就任

昭和59年６月 日興キャピタル株式会社福岡支店

長就任

平成２年５月 同社投資部長就任

平成６年６月 同社取締役就任

平成９年４月 同社常務取締役就任

平成11年４月 日興證券株式会社理事就任

平成12年３月 同社定年退職

平成12年６月 当社監査役就任(現任)

計 29,500



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、株主への利益還元、法人としての社会への貢献を長期的かつ安定的に提供すべく会社経営を行

っております。コーポレート・ガバナンスの充実についてもこの実現に必要な最も重要な政策の一つと考

え、経営の透明性や健全性の向上に取り組んでおります。 

  

ａ. 提出会社の企業統治に関する事項 

 当社は、当社のおかれている状況や、組織編成の自由度が高い点及び公開大会社が選択出来る機関設計

の範囲等を総合的に勘案し、監査役設置会社形態を採用しております。取締役は4名で社外取締役は選任

しておらず、監査役3名のうち社外監査役は過半数の2名であります。 

 当社は、日々変化する経営環境に迅速に対応するため、また各事業部門の自主性の尊重及び責任明確化

のため、事業運営にかかる意思決定の大部分を各局・各事業の責任者に大きく委ねております。

取締役会については、それら意思決定の監視及び全社的な経営戦略（会社法上の取締役会承認事項を

含む）を決定するため毎月、また必要に応じて随時開催しております。その他の業務執行機関として、取

締役会への付議事項の審議及び重要案件に関する審議・決定を行う経営会議、各事業部の事業進捗状況報

告、全社的施策協議・報告等を行う執行役員会を、原則として毎月１回開催しております。 

 当社の内部管理組織は、3つの事業局と管理部門に分かれており、また各事業局においても管理業務を

行う部署を設けており、それぞれ十分な牽制が働く仕組みになっております。各取締役の管掌も内部牽制

を働かせるべく適切に配置されております。 

 当社は、社内のネットワークコンピュータ上を流通する情報やコンピュータ及びネットワーク等の情報

システム、いわゆる「情報資産」の重要性を強く認識し、情報セキュリティ委員会が中心となって情報セ

キュリティマネジメントを遂行しています。又、当社グループ全従業員に法令・定款の遵守を徹底するた

め、コンプライアンス全体を統括する組織としてコンプライアンス委員会を設置しております。 

 役員報酬及び監査報酬の内容は以下の通りです。 

  

当事業年度における役員報酬 

取締役及び監査役の年間報酬総額 

     取締役 ４名 67,200千円 

     監査役 ３名  3,600千円 

利益処分による取締役賞与金 

     取締役 ４名 20,000千円 

当事業年度における監査報酬 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条１項に規定する業務に基づく報酬  11,000千円 

上記以外の業務に基づく報酬 2,000千円 

（注）上記以外の業務に基づく報酬の内容は、デュー・デリジェンス業務であります。 

  



ｂ. 内部監査及び監査役監査等に関する事項 

 当社の内部監査は管理本部経営企画課において同課長及びスタッフ一名で担当しております。又、監査

項目によっては、他事業部門スタッフが必要に応じて担当する体制をとっております。定期的に行われる

監査に加え、業務効率の向上や適正性の確保を目的とした業務フローの見直しについても適宜行っており

ます。また、日々発生する支払、請求についても監視し、不明な点について担当者に直接確認する体制と

なっております。 

 監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会その他重要な会議への出席、

取締役等からの営業報告聴取、重要な決裁書類の閲覧、本社及び主要な事業所における業務及び財産の状

況調査、定期的な会計監査人や内部監査担当セクションとの打ち合わせ、子会社からの営業報告聴取・調

査、当社コンプライアンス委員会からの報告等を通じ、当社の重要情報へのアクセスが保証され、取締役

の職務執行を監査する体制を確立しております。 

  

ｃ. 社外監査役と提出会社との間の関係について 

 社外監査役２名と当社の間には、人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係はありません。

  

ｄ. 業務を執行した会計士の氏名等 

業務を執行した公認会計士の氏名 

 指定社員 業務執行社員 高橋廣司(中央青山監査法人） (継続監査年数9年)  

 指定社員 業務執行社員 渥美龍彦(中央青山監査法人） 

監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 6名  会計士補 4名 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、初めて連結財務諸表を作成

しているため、以下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシ

ュ・フロー計算書については前連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、第20期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第

５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)並びに第20期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び第21期事業年度(平成

17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監査法人の監

査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 ※２ 3,084,421

２ 受取手形及び売掛金 1,669,957

３ 有価証券 96,927

４ たな卸資産 1,118,924

５ 繰延税金資産 114,062

６ その他 234,130

７ 貸倒引当金 △5,186

流動資産合計 6,313,239 61.8

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建物及び構築物 ※２ 1,127,614

    減価償却累計額 △170,212 957,402

(2) 土地 ※2,3 1,102,394

(3) その他 426,859

    減価償却累計額 △222,859 204,000

  有形固定資産合計 2,263,797 22.1

２ 無形固定資産

(1) 連結調整勘定 249,270

(2) その他 49,980

  無形固定資産合計 299,250 2.9

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ※1,2 775,857

(2) 繰延税金資産 24,479

(3) その他 576,572

(4) 貸倒引当金 △30,471

  投資その他の資産合計 1,346,438 13.2

固定資産合計 3,909,486 38.2

資産合計 10,222,725 100.0



 
  

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 514,279

２ 1年以内償還予定社債 340,000

３ 短期借入金 ※２ 752,280

４ 未払法人税等 262,064

５ 賞与引当金 63,389

６ 返品調整引当金 146,650

７ その他 450,877

流動負債合計 2,529,541 24.7

Ⅱ 固定負債

１ 社債 2,390,000

２ 長期借入金 ※２ 704,700

３ 退職給付引当金 152,699

４ 再評価に係る繰延税金負債 9,739

５ その他 12,200

固定負債合計 3,269,338 32.0

負債合計 5,798,879 56.7

(少数株主持分)

少数株主持分 112,454 1.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 1,406,612 13.8

Ⅱ 資本剰余金 1,938,164 19.0

Ⅲ 利益剰余金 1,328,089 13.0

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３ 10,409 0.1

Ⅴ その他有価証券評価差額金 107,994 1.0

Ⅵ 為替換算調整勘定 △2,266 △0.0

Ⅶ 自己株式 ※５ △477,613 △4.7

資本合計 4,311,391 42.2

負債、少数株主持分
及び資本合計

10,222,725 100.0



② 【連結損益計算書】 

  
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 6,713,883 100.0

Ⅱ 売上原価 4,631,751 69.0

売上総利益 2,082,132 31.0

返品調整引当金繰入額 23,090 0.3

差引売上総利益 2,059,042 30.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 1,522,456 22.7

営業利益 536,586 8.0

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 2,944

２ 受取配当金 804

３ 投資有価証券売却益 41,143

４ 持分法による投資利益 12,996

５ その他 10,492 68,381 1.0

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 51,408

２ 買収関連費用 48,478

３ 社債発行費 21,228

４ その他 47,302 168,417 2.5

経常利益 436,549 6.5

Ⅵ 特別利益

１ 固定資産売却益 ※３ 1,768

２ 投資有価証券売却益 166,428

３ 持分変動利益 199,732

４ その他 12,040 379,969 5.6

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産売却損 ※４ 7,407

２ 固定資産除却損 ※５ 45,387

３ 減損損失 ※６ 88,371

４ 貯蔵品廃棄損 18,133

５ その他 4,389 163,689 2.4

税金等調整前 
当期純利益

652,830 9.7

法人税、住民税 
及び事業税

232,665

法人税等調整額 △ 10,275 222,390 3.3

少数株主利益 781 0.0

当期純利益 429,658 6.4



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,611,401

Ⅱ 資本剰余金増加高

１ 自己株式処分差益 326,763 326,763

Ⅲ 資本剰余金期末残高 1,938,164

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,071,505

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 当期純利益 429,658 429,658

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 配当金 48,603

２ 役員賞与金 20,000

３ 連結初年度に伴う利益剰
余金減少高

28,220

４ 合併による利益剰余金 
減少高

76,250 173,073

Ⅳ 利益剰余金期末残高 1,328,089



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前当期純利益 652,830

 ２ 固定資産の減価償却費及び 
   長期前払費用の償却額

170,649

 ３ 減損損失 88,371
 ４ 連結調整勘定償却額 8,881
 ５ 貸倒引当金の増減額 13,991
 ６ 賞与引当金の増減額 △ 11,527
 ７ 返品調整引当金の増減額 23,090
 ８ 退職給付引当金の増減額 16,287
 ９ 投資有価証券売却益 △ 207,571
 10 固定資産売却益 △ 1,768
 11 固定資産売却損 7,407
 12 固定資産除却損 45,387
 13 持分変動利益 △ 199,732
 14 持分法による投資利益 △ 12,996
 15 為替差益 △ 2,124
 16 自己株式処分費用 9,500
 17 買収関連費用 48,478
 18 社債発行費 21,228
 19 保険解約益 △ 11,909
 20 受取利息及び受取配当金 △ 1,135
 21 支払利息 32,630
 22 社債利息 18,777
 23 売上債権の増減額 △ 119,177
 24 たな卸資産の増減額 65,833
 25 仕入債務の増減額 46,229
 26 前受金の増減額 △ 40,106
 27 前払費用の増減額 △ 10,452
 28 未収入金の増減額 △ 46,588
 29 未払消費税等の増減額 35,963
 30 その他の資産の増減額 △ 7,300
 31 その他の負債の増減額 27,226
 32 役員賞与の支払額 △ 20,000
 33 その他 4,264
    小計 644,637
 34 利息及び配当金の受取額 1,135
 35 利息の支払額 △ 32,129
 36 社債利息の支払額 △ 15,844
 37 法人税等の支払額 △ 31,300
   営業活動によるキャッシュ・フロー 566,499
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
 １ 有価証券の売却による収入 30,260
 ２ 社債の償還による収入 19,919
 ３ 有形固定資産の取得による支出 △ 562,679
 ４ 有形固定資産の売却による収入 18,205
 ５ 無形固定資産の取得による支出 △ 37,433
 ６ 投資有価証券の取得による支出 △ 454,172
 ７ 投資有価証券の売却による収入 475,605
 ８ 投資事業組合分配金の受取額 24,005
 ９ 関連会社株式の取得による支出 △ 60,560
 10 新規連結子会社株式の取得による支出 ※２ △ 368,703
 11 貸付けによる支出 △ 210,000
 12 貸付金の回収による収入 213,140
 13 買収関連による支出 △ 48,478
 14 長期前払費用による支出 △ 29,848
 15 敷金・保証金の支払による支出 △ 76,537
 16 敷金・保証金の回収による収入 4,060
 17 預り保証金に伴う収入 10,000
 18 保険解約による収入 13,110
 19 その他 △ 91
   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,040,196
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 １ 短期借入金の増減額(純額) △ 119,800
 ２ 長期借入による収入 150,000



 ３ 長期借入金の返済による支出 △ 389,930
 ４ 社債の発行による収入 1,128,772
 ５ 社債の償還による支出 △ 400,000
 ６ 自己株式の取得による支出 △ 194,000
 ７ 自己株式の処分による収入 442,500
 ８ 第三者割当増資による収入 359,731
 ９ 新株予約権の行使による収入 55,979
 10 配当金の支払額 △ 48,124
 11 割賦購入未払金の支払による支出 △ 16,556
   財務活動によるキャッシュ・フロー 968,571
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 3,386
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 498,260
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,360,300
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,858,560



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 ３社

         （連結会計年度末現在）
連結子会社の名称

ＩＮＣユナイテッド株式会社

株式会社 翔泳社プラス

株式会社 クラスエイ

 株式会社 コミカ（注）

（注）株式会社コミカは平成17年10月１日の

株式取得に伴い、連結子会社となりました

が、平成17年12月９日、ＩＮＣユナイテッド

株式会社と合併し、連結子会社ではなくなり

ました。 

２ 持分法の適用に関する事項 すべての関連会社を持分法の適用範囲に含め

ております。

 
 

持分法を適用した関連会社数 ５社

持分法適用の関連会社名

eCapital Investments Limited

株式会社 イージーユーズ

Global Vision Technology,Inc.

株式会社 モバイル・アフィリエイト

株式会社 アールラーニング

３ 連結子会社の事業年度等に関する事

項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連

結決算日と一致しております。

４ 会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方

法

①  有価証券

ａ その他有価証券

時価のあるもの 

：決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定) 

 

時価のないもの 

：移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資（証券取引法

第２条第２項により有価証券とみなさ

れるもの）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっており

ます。

②  たな卸資産

ａ 製品・商品 

先入先出法による原価法

ｂ 仕掛品 

個別法による原価法

ｃ 貯蔵品 

最終仕入原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①  有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物（建物付属設備を除く）について
は定額法）によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであり
ます。



建物             ３～50年

②  無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）については、社内
における見込利用可能期間（５年）による定
額法によっております。

③  長期前払費用

均等償却をしております。

（３）重要な繰延資産の処理方法 新株発行費及び社債発行費は支出時の費用として

おります。

（４）重要な引当金の計上基準 ①  貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

②  賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給
見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上
しております。

③  返品調整引当金

出版物の返品による損失に備えるため、書籍
等の出版事業に係る売上債権残高に一定期間
の返品率及び売買利益率を乗じた額を計上し
ております。

④  退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における退職給付債務に基づき、当連
結会計年度末において発生していると認めら
れる額を計上しております。

（５）重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

（６）その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によってお
ります。

５  連結子会社の資産及び負債の評価に

関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価について

は、全面時価評価法を採用しております。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 連結調整勘定の償却については、個別案件ご

とに判断し、20年以内の合理的な年数で償却し

ております。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事

項

利益処分又は損失処理の取扱い方法について

は、連結会計年度中に確定した利益処分又は損

失処理に基づいております。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。



  

追加情報 

  

 
  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
  至 平成18年３月31日)

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会計審議会平成14年８月９日)および「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しております。こ

れにより、税金等調整前当期純利益が88,371千円減少しております。なお、減損損失累計額に

ついては、改正後の連結財務諸表規則に基づき、当該資産の金額から直接控除しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当連結会計年度
(平成18年３月31日）

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 投資有価証券（株式） 223,617千円

※２ 担保に供している資産

   このうち

 

 現金及び預金 110,000千円

 建物 481,459千円

 土地 775,000千円

 投資有価証券 4,050千円

 計 1,370,509千円

   は長期借入金397,200千円、１年内返済予定長期借入金254,800千円の担保

に供しております。

※３ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)及び土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律(平成13年３月31日公布法律第19

号)に基づき、事業用土地の再評価を実施しており、再評価差額を土地再評

価差額金として資本の部に計上しております。

再評価実施日 平成14年３月31日

再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布

政令第119号）第２条第５号に定める不動産鑑定士による

鑑定評価に基づいて算定しております。

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式186,368.90株であります。

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式18,865.50株であります。



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給料手当 381,970千円

賞与引当金繰入額 27,234千円

退職給付費用 12,049千円

広告宣伝費 208,822千円

貸倒引当金繰入額 3,368千円

※２  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は次のとおりであります。

一般管理費 37,758千円

当期製造費用 ―千円

計 37,758千円

※３  固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

工具器具及び備品 1,768千円

※４  固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

建物 15千円

工具器具及び備品 6,726千円

その他 665千円

計 7,407千円

※５  固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 41,528千円

工具器具及び備品 3,570千円

その他 287千円

計 45,387千円

 

※６  減損損失 

 当社グループは、事業の種類別セグメントを基準として資産のグルーピングを行ってお

りますが、店舗（インターネットカフェ、アミューズメント施設）や賃貸資産については

独立したキャッシュ・フローを生み出す単位としてそれぞれグルーピングしております。 

  当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

東京都千代田区 賃貸資産 土地及び建物 69,889

東京都品川区 アミューズメント施設 建物及び工具器具備品 18,482

  収益性が悪化した上記の資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上しました。

  なお、回収可能価額は使用価値により測定し、将来キャッシュ・フローを5.0％で割り

引いて算定しております。



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 3,084,421千円

預入期間が３か月を越える定期預金 △225,860千円

現金及び現金同等物 2,858,560千円

 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

   株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに 

  株式の取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

   

   ㈱リバティハウス （平成17年9月1日現在）

流動資産 120,343千円

固定資産 85,202千円

連結調整勘定 309,721千円

流動負債 △95,367千円

固定負債 △9,900千円

㈱リバティハウス株式の取得価額 410,000千円

㈱リバティハウスの現金及び同等物 △103,315千円

差引：㈱リバティハウス取得のための支出 306,684千円

  （注）㈱リバティハウスは平成17年10月3日にＩＮＣユナイテッド㈱へ商号変更 

      しております。  

 

  ㈱コミカ （平成17年10月１日現在)

流動資産 33,873千円

固定資産 22,181千円

連結調整勘定 76,250千円

流動負債 △25,895千円

固定負債 △16,410千円

㈱コミカ株式の取得価額 90,000千円

㈱コミカの現金及び同等物 △27,980千円

差引：㈱コミカ取得のための支出 62,019千円

  （注）㈱コミカは平成17年10月１日の株式取得に伴い、連結子会社となりましたが、 
     平成17年12月９日、ＩＮＣユナイテッド㈱と合併し、連結子会社ではなくなり 
         ました。



(リース取引関係) 

  

 
  

  

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

 

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額
(千円)

減価償却累計額
相当額(千円)

期末残高相当額
(千円)

その他(工具器
具及び備品)

11,634 9,448 2,186

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算出しております。

(2)  未経過リース料期末残高相当額

    1年内      1,974千円   
    1年超       212千円
     計       2,186千円

（注）未経過リース料期末相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算出しております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

   リース料      6,252千円                                                 

    減価償却費相当額  6,252千円

 (4) 減価償却費相当額算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。



(有価証券関係) 

当連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日における償還予定額 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
  

区分
取得原価
(千円)

決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

①株式 67,959 217,309 149,349

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 67,959 217,309 149,349

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

①株式 3,133 2,891 △242

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 3,133 2,891 △242

合計 71,093 220,200 149,107

売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円）

505,866 207,571 2,071

区分

第21期
(平成18年３月31日)

連結貸借対照表計上額(千円)

(その他有価証券)

 ＭＭＦ 58,139

 非上場株式 427,984

 転換社債 38,788

 投資事業組合出資金 127,672

区分
１年内 
(千円)

１年超５年内
(千円)

５年超10年内
(千円)

10年超 
(千円)

① 債券 ― ― ― ―

  国債・地方債等 ― ― ― ―

  社債 38,788 ― ― ―

  その他 ― ― ― ―

② その他 ― ― ― ―

合計 38,788 ― ― ―



(デリバティブ取引関係) 

 当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  



(退職給付関係) 

 
  

(税効果会計関係) 

  

 
  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

   確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。

２ 退職給付債務及びその内訳

   退職給付引当金 152,699千円

３ 退職給付費用の内訳

   当期発生退職給付費用 30,698千円

４ 退職給付債務の計算基礎

  退職給付債務の算定にあたっては、簡便法を採用しております。

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

 (1) 流動資産

   賞与引当金損金算入限度超過額 25,793千円

   製品処分 30,517千円

   繰越欠損金 23,378千円

   その他 37,915千円

     小計 117,603千円

   評価性引当額 △3,540千円

      計 114,062千円

(2) 固定資産

退職給付引当金損金算入限度超過額 62,133千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 9,794千円

投資有価証券評価損否認 39,483千円

ソフトウェア開発費否認 16,942千円

減損損失 36,047千円

その他 5,186千円

小計 169,588千円

評価性引当額 △85,578千円

計 84,010千円

繰延税金資産計 198,073千円

繰延税金負債

(1) 固定負債

その他有価証券評価差額金 59,530千円

繰延税金負債計 59,530千円

繰延税金資産の純額 138,542千円

（注）上記の他、再評価に係る繰延税金負債が9,739千円あります。

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目の

内訳

法定実効税率 40.69％

（調整）

 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.99％

住民税均等割 1.56％

持分変動利益 △12.45％

評価性引当額の増加 4.29％

その他 △1.01％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.07％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な事業内容 
 

３  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（230,546 千円）の主なものは、当社の管

理部等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（5,481,568千円）の主なものは、当社での全資金運用

資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

出版事業
（千円）

コーポレート
サービス事業
（千円）

ソフトウェ
ア・ネットワ
ーク事業
（千円）

インターネッ
トカフェ事業
（千円）

その他の
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は 
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ 売上高及び営
業損益
売上高

（１）外部顧客に対す
る売上高

3,568,322 1,152,729 1,223,112 607,850 161,869 6,713,883 － 6,713,883

（２）セグメント間の
内部売上高又は
振替高

4,141 － 38,171 － 32,362 74,675 （74,675） －

計 3,572,463 1,152,729 1,261,284 607,850 194,232 6,788,559 （74,675） 6,713,883

営業費用 3,089,687 1,053,910 1,070,865 608,084 192,317 6,014,865 162,431 6,177,297

営業利益又は 

営業損失（△）
482,776 98,818 190,418 △ 234 1,914 773,693 （237,107） 536,586

Ⅱ 資産、減価償

却費、減損損失及

び資本的支出

資産 2,469,681 183,870 445,249 1,521,994 120,360 4,741,157 5,481,568 10,222,725

減価償却費 17,314 3,982 50,785 83,497 1,129 156,709 1,680 158,389

減損損失 － － 18,482 － 69,889 88,371 － 88,371

資本的支出 11,701 109 85,976 452,771 6,076 556,635 1,679 558,314

事業区分 主な事業内容

出版事業

コンピュータ関連書籍・雑誌の発行・販売、コンピュータ関連のカンファレン

ス・教育、コンピュータ関連技術情報のＷｅｂ上での提供、一般書籍・海外翻訳

書籍の発行・販売、オンラインショップにおけるソフトウェア・ハードウェアの

販売、その他コンピュータ関連商品・サービスの販売

コーポレートサービス 

事業

情報技術（パソコン・ネットワーク・ソフトウェア等）関連企業を対象とする以

下のサービス提供 

 製品付随物・同封物の企画・製造請負、製品のマーケティング・販売促進に関

するサービス、ユーザー（主に技術者）のサポートサービス、企業ＰＲ/ＩＲの

サポートサービス

ソフトウェア・ 

ネットワーク事業

エンターテイメントソフトウェアの開発・販売、携帯インターネット技術及びメ

ンテナンス、アミューズメント施設の運営

インターネットカフェ

事業
インターネットカフェ運営

その他の事業

株式会社翔泳社プラス：ＩＴ関連の職業紹介事業、人材派遣事業、請負業務紹介

事業

株式会社クラスエイ  ：当社本社ビルの不動産管理事業



【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

  

【海外売上高】 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

【関連当事者との取引】 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

   該当事項はありません。 



(１株当たり情報) 

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
１株当たり純資産額 25,739円

 
１株当たり当期純利益 2,376円

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 2,357円

項目
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益 (千円) 429,658

普通株主に帰属しない金額 (千円) 28,500

（うち利益処分による役員賞与金（千円）） （28,500）

普通株式に係る当期純利益 (千円) 401,158

普通株式の期中平均株式数 (株) 168,814

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に

用いられた普通株式増加数の主要な内訳

新株予約権 （株） 1,369

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株引受権１種類(新株予約権の目的となる株

式の数3,560株)。これらの詳細は、「第４提

出会社の状況、１株式等の状況、(２)新株予

約権等の状況」に記載のとおりであります。



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ ( )内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年毎の償還予定額の総額は以下のとおりであります。 

 
   ３ 当連結会計年度は連結初年度のため、前期末残高については記載しておりません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率(％) 担保 償還期限

㈱翔泳社
第３回無担保 
社債

平成15年 
8月25日

― 200,000 年0.77 なし
平成20年
8月25日

㈱翔泳社
第４回無担保 
社債

平成15年 
9月10日

― 200,000 年0.54 なし
平成19年
9月10日

㈱翔泳社
第５回無担保 
社債

平成15年 
12月30日

―
300,000
(300,000)

年0.67 なし
平成18年
12月29日

㈱翔泳社
第６回無担保 
社債

平成16年 
7月26日

― 400,000 年1.41 なし
平成21年
7月24日

㈱翔泳社
第７回無担保 
社債

平成16年 
9月30日

― 180,000 年0.73 なし
平成19年
9月28日

㈱翔泳社
第８回無担保 
社債

平成16年 
12月24日

― 300,000 年0.86 なし
平成20年
12月24日

㈱翔泳社
第９回無担保 
社債

平成17年 
10月25日

― 200,000 年1.27 なし
平成22年
10月25日

㈱翔泳社
第10回無担保 
社債

平成17年 
11月30日

― 200,000 年1.21 なし
 平成22年
11月30日

㈱翔泳社
第11回無担保 
社債

平成17年 
11月30日

― 150,000 年1.34 なし
 平成22年
11月30日

ＩＮＣユナイテッド㈱
第１回無担保 
社債

平成17年 
12月26日

―
200,000
(40,000)

年0.97 なし
 平成22年
12月24日

ＩＮＣユナイテッド㈱
第２回無担保 
社債

平成18年 
1月25日

― 100,000 年0.97 なし
 平成21年
1月23日

ＩＮＣユナイテッド㈱
第３回無担保 
社債

平成18年 
1月31日

― 100,000 年0.85 なし
 平成21年
1月30日

ＩＮＣユナイテッド㈱
第４回無担保 
社債

平成18年 
1月31日

― 100,000 年0.74 なし
 平成21年
1月30日

ＩＮＣユナイテッド㈱
第５回無担保 
社債

平成18年 
1月31日

― 100,000 年0.87 なし
 平成21年
1月30日

合計 ― ―
2,730,000
(340,000)

― ― ―

１年以内 
(千円)

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

340,000 380,000 900,000 400,000 710,000



【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率は、期末の借入金残高に対する加重平均利率によっております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年毎の返済予定額の総額

は以下のとおりであります。 

 
    ３ 当連結会計年度は連結初年度のため、前期末残高については記載しておりません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― 442,400 1.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 309,880 2.1 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― 704,700 2.2
平成19年11月17日～
平成25年4月30日

合計 ― 1,456,980 ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

長期借入金 314,800 131,050 79,800 67,300



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

第20期
(平成17年３月31日)

第21期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 2,551,023 2,658,255

 ２ 受取手形 13,466 7,460

 ３ 売掛金 1,515,339 1,623,830

 ４ 有価証券 126,249 96,927

 ５ 製品 867,523 897,900

 ６ 商品 8,067 11,798

 ７ 仕掛品 273,959 196,463

 ８ 貯蔵品 34,386 8,069

 ９ 前渡金 1,844 11,955

 10 前払費用 21,605 16,901

 11 繰延税金資産 116,981 91,928

 12 短期貸付金 5,000 5,000

 13 未収入金 － 130,021

 14 その他 10,560 885

 15 貸倒引当金 △5,424 △4,955

   流動資産合計 5,540,583 64.7 5,752,444 63.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 820,949 704,071

    減価償却累計額 △133,663 687,285 △143,376 560,695

  (2) 構築物 733 733

    減価償却累計額 △403 330 △439 294

  (3) 工具器具及び備品 370,111 254,633

    減価償却累計額 △255,203 114,908 △196,097 58,536

  (4) 土地 ※1,2 1,072,759 790,600

    有形固定資産合計 1,875,283 21.9 1,410,125 15.5

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 17,188 33,105

  (2) 電話加入権 3,794 3,794

    無形固定資産合計 20,982 0.2 36,899 0.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※1,6 472,962 552,240

  (2) 関係会社株式 228,926 978,548

  (3) 破産更生債権等 25,987 25,871

  (4) 長期前払費用 25,046 7,725

  (5) 繰延税金資産 23,517 22,402

  (6) 敷金・保証金 216,190 189,780

  (7) 保険積立金 131,865 131,939

  (8) その他 18,266 18,031

  (9) 貸倒引当金 △16,113 △30,471

    投資その他の資産合計 1,126,649 13.2 1,896,068 20.9

   固定資産合計 3,022,915 35.3 3,343,093 36.8

   資産合計 8,563,499 100.0 9,095,538 100.0



 
  

第20期
(平成17年３月31日)

第21期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 508,229 504,321

 ２ 短期借入金 441,000 350,000

 ３ １年以内返済予定 
   長期借入金

※１ 342,800 254,800

 ４ １年以内償還予定社債 400,000 300,000

 ５ 未払金 153,715 166,761

 ６ 未払法人税等 25,117 243,504

 ７ 未払費用 72,989 77,850

 ８ 前受金 131,188 91,081

 ９ 預り金 11,644 14,367

 10 賞与引当金 74,069 63,389

 11 返品調整引当金 123,560 146,650

 12 その他 37 37

   流動負債合計 2,284,352 26.7 2,212,762 24.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,580,000 1,830,000

 ２ 長期借入金 ※１ 852,000 597,200

 ３ 再評価に係る 
   繰延税金負債

9,739 9,739

 ４ 退職給付引当金 136,311 152,699

 ５ 長期未払金 4,797 －

 ６ 預り保証金 － 108

   固定負債合計 2,582,848 30.1 2,589,746 28.5

   負債合計 4,867,200 56.8 4,802,509 52.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 1,406,612 16.4 1,406,612 15.5

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,316,095 1,316,095

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 295,305 295,305 622,069 622,069

   資本剰余金合計 1,611,401 18.8 1,938,164 21.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 18,843 18,843

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 680,000 680,000 680,000 680,000

 ３ 当期未処分利益 372,661 608,617

   利益剰余金合計 1,071,505 12.5 1,307,461 14.4

Ⅳ 土地再評価差額金 ※2,6 10,409 0.1 10,409 0.1

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ※６ 61,200 0.7 107,994 1.2

Ⅵ 自己株式 ※４ △464,829 △5.3 △477,613 △5.3

   資本合計 3,696,298 43.2 4,293,029 47.2

   負債・資本合計 8,563,499 100.0 9,095,538 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

  

第20期
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

第21期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 5,215,689 6,046,592

 ２ 商品売上高 145,842 5,361,531 100.0 179,065 6,225,657 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首製品商品たな卸高 818,489 875,590

 ２ 当期製品製造原価 3,605,618 4,170,054

 ３ 当期商品仕入高 112,842 126,479

      合計 4,536,949 5,172,124

 ４ 期末製品商品たな卸高 875,590 3,661,359 68.3 909,699 4,262,425 68.5

   売上総利益 1,700,171 31.7 1,963,231 31.5

   返品調整引当金繰入額 20,860 0.4 23,090 0.4

   差引売上総利益 1,679,311 31.3 1,940,141 31.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運賃保管料 106,455 110,243

 ２ 広告宣伝費 98,106 193,324

 ３ 販売印税 68,709 90,924

 ４ 販売手数料 40,074 36,436

 ５ 販売促進費 45,709 60,252

 ６ 貸倒引当金繰入額 － 3,234

 ７ 役員報酬 69,000 70,800

 ８ 給料賞与 379,403 393,966

 ９ 賞与引当金繰入額 25,666 27,234

 10 退職給付費用 14,013 12,049

 11 福利厚生費 81,616 85,421

 12 旅費交通費 19,958 20,629

 13 通信費 29,508 29,351

 14 消耗品費 38,279 27,027

 15 リース・賃借料 28,715 25,624

 16 減価償却費 16,867 12,396

 17 研究開発費 ※１ 21,617 37,758

 18 その他 173,222 1,256,925 23.4 184,614 1,421,291 22.8

   営業利益 422,386 7.9 518,849 8.3



 
  

第20期
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

第21期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 422 2,067

 ２ 有価証券利息 1,199 2,613

 ３ 受取配当金 955 235

 ４ 受取賃貸料 16,972 1,200

 ５ 投資有価証券売却益 － 41,143

 ６ 受取和解金 6,269 －

 ７ その他 2,448 28,267 0.5 10,566 57,825 0.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 42,137 28,303

 ２ 社債利息 11,448 17,702

 ３ 新株発行費 － 6,860

 ４ 社債発行費 16,040 8,640

 ５ 自己株式処分費用 11,000 9,500

 ６ 買収関連費用 － 48,478

 ７ 貸倒引当金繰入額 6,083 10,653

 ８ 賃貸費用 4,942 －

 ９ その他 13,642 105,294 2.0 15,975 146,113 2.3

   経常利益 345,360 6.4 430,561 6.9

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 17 1,768

 ２ 投資有価証券売却益 － 165,569

 ３ 貸倒引当金戻入額 2,533 2,550 0.1 － 167,338 2.7

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ 68,936 7,407

 ２ 固定資産除却損 ※４ 20,953 1,115

 ３ 投資有価証券売却損 － 2,071

 ４ 子会社株式評価損 － 10,000

 ５ 減損損失 － 18,482

 ６ 貯蔵品廃棄損 － 89,889 1.7 18,133 57,209 0.9

   税引前当期純利益 258,021 4.8 540,690 8.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

8,412 228,453

   法人税等調整額 △46,813 △38,401 △0.7 7,677 236,131 3.8

   当期純利益 296,422 5.5 304,559 4.9

   前期繰越利益 349,757 304,058

   土地再評価差額金取崩額 273,518 －

   当期未処分利益 372,661 608,617



製造原価明細書 

  

 
(注) 

  

 
  

第20期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第21期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 199,867 5.5 234,036 5.7

Ⅱ 労務費 ※１ 759,034 20.9 858,573 20.8

Ⅲ 外注費 ※２ 1,837,693 50.6 2,076,613 50.3

Ⅳ 経費 ※３ 835,749 23.0 957,293 23.2

当期総製造費用 3,632,345 100.0 4,126,516 100.0

期首仕掛品たな卸高 266,702 273,959

合計 3,899,048 4,400,476

期末仕掛品たな卸高 273,959 196,463

他勘定振替高 ※４ 19,470 33,957

当期製品製造原価 3,605,618 4,170,054

第20期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第21期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 労務費には次の費目が含まれております。

賞与引当金繰入額 48,403千円

退職給付費用 22,813千円

※１ 労務費には次の費目が含まれております。

賞与引当金繰入額 36,154千円

退職給付費用 18,648千円

※２ 外注費の主な内容は印刷製本費であります。 ※２        同左

 

※３ 経費の主な内訳は次のとおりであります。

印税原稿料 286,577千円

減価償却費 76,335千円

※３ 経費の主な内訳は次のとおりであります。

印税原稿料 290,963千円

賃借料 165,813千円

減価償却費 109,768千円

※４ 他勘定振替高の内容は研究開発費及び販売促

進費であります。

※４ 他勘定振替高の内容は研究開発費及び販売促

進費であります。

  ○原価計算の方法

   当社の原価計算は、実際原価による個別原価

計算制度を採用しております。

○原価計算の方法

同左



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
当事業年度より連結財務諸表を作成しておりますので、当事業年度のキャッシュ・フロー計算書に

ついては連結財務諸表に記載しております。 

 

第20期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

１ 税引前当期純利益 258,021

２ 固定資産の減価償却費及び 
  長期前払費用の償却額

104,247

３ 貸倒引当金の増減額 △7,216

４ 賞与引当金の増減額 △12,699

５ 返品調整引当金の増減額 20,860

６ 退職給付引当金の増減額 23,726

７ 固定資産売却損 68,936

８ 固定資産除却損 20,953

９ 受取利息及び受取配当金 △1,377

10 支払利息 42,137

11 社債利息 11,448

12 自己株式処分費用 11,000

13 為替差益 △141

14 売上債権の増減額 △46,529

15 たな卸資産の増減額 △60,952

16 仕入債務の増減額 △170,186

17 前受金の増減額 8,246

18 未払消費税等の増減額 △29,089

19 その他の資産の増減額 16,500

20 その他の負債の増減額 1,976

21 役員賞与の支払額 △21,000

22 その他 16,875

    小計 255,736

23 利息及び配当金の受取額 1,384

24 利息の支払額 △40,147

25 社債利息の支払額 △9,787

26 法人税等の支払額 △8,094

   営業活動によるキャッシュ・フロー 199,092

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１ 固定資産の取得による支出 △502,902

２ 固定資産の売却による収入 478,330

３ 投資有価証券の取得による支出 △130,000

４ 関係会社株式の取得よる支出 △42,900

５ 貸付けによる支出 △5,000

６ 貸付金の回収による収入 7,595

７ 長期前払費用による支出 △15,475

８ 敷金・保証金の支払による支出 △35,154

９ 敷金・保証金の回収による収入 43,025

10 預り保証金の返還による支出 △12,500

11 その他 △12,566

   投資活動によるキャッシュ・フロー △227,547

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ 短期借入金の増減額(純額) △980,000

２ 長期借入れによる収入 200,000

３ 長期借入金の返済による支出 △480,400

４ 社債の発行による収入 863,960

５ 自己株式の取得による支出 △212,329

６ 自己株式の処分による収入 429,000

７ 新株引受権の行使による収入 21,280

８ 配当金の支払額 △31,783

９ 割賦購入未払金の支払による支出 △34,130

   財務活動によるキャッシュ・フロー △224,402

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 141

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △252,716

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,577,879

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,325,163



④ 【利益処分計算書】 

  

 
（注）日付は株主総会承認年月日であります。 

第20期
(平成17年６月24日)

第21期 
(平成18年６月23日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 372,661 608,617

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 48,603 33,500

 ２ 役員賞与金 20,000 28,500

   (うち監査役賞与金) (―) 68,603 (―) 62,000

Ⅲ 次期繰越利益 304,058 546,616



重要な会計方針 

  

項目
第20期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第21期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

：移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

     ：同左

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

：決算日の市場価格等に基

づく時価法

 (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は、移動平均法によ

り算定)

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

：同左

  時価のないもの

：移動平均法による原価法

  時価のないもの 

    ：移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製品・商品 

  先入先出法による原価法

(1) 製品・商品

同左

(2) 仕掛品 

  個別法による原価法

(2) 仕掛品

同左

(3) 貯蔵品 

  最終仕入原価法

(3) 貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法(ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建物付属設

備を除く)については定額法)によっ

ております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

   建物        ３～50年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  ソフトウェア(自社利用)について

は、社内における見込利用可能期間

(５年)による定額法によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  均等償却をしております。

(3) 長期前払費用

同左

４ 繰延資産の処理方法  社債発行費は支出時の費用として処

理しております。

 新株発行費及び社債発行費は支出時

の費用として処理しております。

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

同左



 
  

(2) 賞与引当金

  従業員賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期の負担

額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 返品調整引当金

  出版物の返品による損失に備える

ため、書籍等の出版事業に係る売上

債権残高に一定期間の返品率及び売

買利益率を乗じた額を計上しており

ます。

(3) 返品調整引当金

同左

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務に基づ

き、当期末において発生していると

認められる額を計上しております。

  な お、会計基準変更時差異

(35,751千円)については、５年によ

る按分額を費用処理しております。

(4) 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務に基づ

き、当期末において発生していると

認められる額を計上しております。

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

―――――

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法

  消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。

消費税等の処理方法

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

第20期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

21期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――― 当期より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会平成14年８月９日)および「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日)を適用しております。これに

より、税引前当期純利益が18,482千円減少しておりま

す。なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき、当該資産の金額から直接控除してお

ります。

第20期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第21期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（貸借対照表） （貸借対照表）

前期まで独立科目で掲記していた「前受収益」は、金

額が僅少となったため、流動負債の「その他」に含めて

表示することに変更しました。

なお、当期の流動負債の「その他」に含められている前

受収益の金額は37千円であります。

前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「未収入金」は、当期において資産の総額の100

分の１を超えたために区分記載しております。

なお、前期の流動資産の「その他」に含められている未

収入金の金額は10,070千円であります。

（損益計算書）

前期まで営業外費用の「その他」に含めて表示してお

りました「社債利息」は、当期において営業外費用の総

額の100分の10を超えたために区分掲記しております。

なお、前期の営業外費用の「その他」に含められている

社債利息の金額は3,711千円であります。

（キャッシュ・フロー計算書）

営業活動によるキャッシュ・フローの「社債利息」は

前期まで「税引前当期純利益」に含めて表示しておりま

したが、金額的重要性が増したため、区分掲記しており

ます。

それに伴い営業活動によるキャッシュ・フローの小計

欄以下において「社債利息の支払額」を区分掲記してお

ります。

なお、前期の「税引前当期純利益」に含まれる「社債利

息」は3,711千円であります。



追加情報 

  
第20期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第21期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――― 平成18年６月23日開催の当社定時株主総会における新
設分割計画書の承認に基づき、当社は平成18年10月１日
を期して当社の100％連結子会社「（株）翔泳社」、
「（株）SEデザイン」、「SEモバイル・アンド・オンラ
イン（株）」及び「（株）ゲームグース」を会社分割に
より新設し、当社の全事業である出版事業、コーポレー
トサービス事業、ソフトウェア・ネットワーク事業及び
遊技場、ゲームセンター経営事業を各々の子会社に承継
させる予定であります。

なお、当社はこの会社分割を機に商号を「SEホールデ
ィングス・アンド・インキュベーションズ（株）」に変
更し、純粋持株会社として、事業子会社の管理・統括を
行うと同時にIT関連企業等の起業支援・企業育成を積極
的に実施することにより、当社グループの拡大と成長を
目指してまいります。 
 会社分割の概要は以下のとおりであります。

（１）会社分割の目的

戦略策定・監視機能と業務遂行機能の分離、及び
企業グループ総体としての機動力や競争力の強化を
目的としております。

（２）会社分割の要旨

①会社分割に係る取締役会決議 平成18年３月30日

②会社分割期日 平成18年10月１日

③会社分割方式
当社を新設分割会社とし、（株）翔泳社、（株） 

SEデザイン、SEモバイル・アンド・オンライン
（株）及び（株）ゲームグースを新設分割設立会社
とする分社型の新設分割

④株式の割当
（株）翔泳社が発行する普通株式1,000株、（株）

SEデザインが発行する普通株式600株、SEモバイル・
アンド・オンライン（株）が発行する普通株式600株
及び（株）ゲームグースが発行する普通株式600株の
すべてを当社に対して割当交付する。

⑤新設分割設立会社が承継する資産・負債
承継資産、負債の項目及び金額は平成18年３月31

日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎と
し、これに分割期日に至るまでの増減を加除して算
出いたします。従って、実際に承継する金額は下記
金額（平成18年３月末日現在）と異なる可能性があ
ります。
 (ⅰ)株式会社 翔泳社

 

 

項目 資産 項目 負債

流動資産 2,911百万円 流動負債 713百万円

固定資産 68百万円 固定負債 2,138百万円

合  計 2,979百万円 合  計 2,851百万円

 (ⅱ)株式会社 ＳＥデザイン

項目 資産 項目 負債

流動資産 235百万円 流動負債 125百万円

固定資産 10百万円 固定負債 20百万円

合  計 245百万円 合  計 145百万円

 (ⅲ)ＳＥモバイル・アンド・オンライン株式会社

項目 資産 項目 負債

流動資産 170百万円 流動負債 111百万円



 
  

 

固定資産 43百万円 固定負債 19百万円

合  計 213百万円 合  計 130百万円

 (ⅳ)株式会社 ゲームグース

項目 資産 項目 負債

流動資産 119百万円 流動負債 332百万円

固定資産 289百万円 固定負債 2百万円

合  計 408百万円 合  計 334百万円



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

第20期 
(平成17年３月31日)

第21期
(平成18年３月31日)

 

※１ 担保に供している資産

   このうち

 現金及び預金 110,000千円

 建物 495,439千円

 土地 775,000千円

 投資有価証券 2,150千円

 計 1,382,589千円

   は長期借入金652,000千円、１年内返済予定長期

借入金342,800千円の担保に供しております。

 

※１ 担保に供している資産

   このうち

 現金及び預金 110,000千円

 建物 481,459千円

 土地 775,000千円

 投資有価証券 4,050千円

 計 1,370,509千円

   は長期借入金397,200千円、１年内返済予定長期

借入金254,800千円の担保に供しております。

※２ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)及び土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律(平成13年３月31日公布法律第19号)

に基づき、事業用土地の再評価を実施しており、再

評価差額を土地再評価差額金として資本の部に計上

しております。

※２ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)及び土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律(平成13年３月31日公布法律第19号)

に基づき、事業用土地の再評価を実施しており、再

評価差額を土地再評価差額金として資本の部に計上

しております。

再評価実施日 平成14年３月31日 再評価実施日 平成14年３月31日

再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成

10年３月31日公布政令第119号）第２条

第５号に定める不動産鑑定士による鑑定

評価に基づいて算定しております。

再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成

10年３月31日公布政令第119号）第２条

第５号に定める不動産鑑定士による鑑定

評価に基づいて算定しております。

   なお、再評価を行った土地の当期末における時価

の合計額は再評価後の帳簿価額の合計額を37,900千

円下回っております。

 
※３ 授権株式数   普通株式 74,000株

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行な

われた場合には、会社が発行する株式につい

て、これに相当する株式数を減ずることとなっ

ております。

発行済株式総数 普通株式 18,636.89株

 
※３ 授権株式数   普通株式 740,000株

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行な

われた場合には、会社が発行する株式につい

て、これに相当する株式数を減ずることとなっ

ております。

発行済株式総数 普通株式 186,368.90株

※４ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

2,435.85株であります。

※４ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

18,865.50株であります。

 ５ 保証債務

   下記会社の金融機関借入金について保証を行って

おります。

 ㈱クラスエイ(関係会社) 94,200千円

 ５ 保証債務

   下記会社の金融機関借入金について保証を行って

おります。

 ㈱クラスエイ(関係会社) 92,400千円

※６ 配当制限

（１）土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当するこ

とが制限されております。

※６ 配当制限

（１）土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当するこ

とが制限されております。

（２）有価証券の時価評価により、純資産額が61,200千

円増加しております。

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。

（２）有価証券の時価評価により、純資産額が107,994

千円増加しております。

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。



(損益計算書関係) 

  

 
  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

当連結会計年度より連結財務諸表を作成している
ため、前事業年度のみ記載しております。 

 
  

第20期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第21期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

 一般管理費 21,617千円

 当期製造費用 ―千円

計 21,617千円

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

 一般管理費 37,758千円

 当期製造費用 ―千円

計 37,758千円

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

 工具器具及び備品 17千円

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

 工具器具及び備品 1,768千円

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

 建物 42,818千円

 土地 26,117千円

計 68,936千円

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

 工具器具及び備品 6,726千円

 その他 680千円

計 7,407千円

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

 建物 12,808千円

 工具器具及び備品 3,906千円

 長期前払費用 4,237千円

計 20,953千円
 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

 工具器具及び備品 1,115千円

 

――――――――

 

 

※５ 減損損失 

 当社は、主として事業部別及び店舗別に資産のグ

ルーピングを行っております。減損損失の内容は、

次のとおりであります。

場所 用途 種類
減損損失 
（千円）

東京都品川
区

アミューズ
メント施設

建物及び工
具器具備品

18,482

収益性が悪化した上記アミューズメント施設の資

産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しまし

た。なお、回収可能価額は使用価値により測定し、

将来キャッシュ・フローを5.0％で割り引いて算定

しております。

第20期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載

されている科目の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 2,551,023千円

預入期間が３ケ月を越える定期預金 △225,860千円

現金及び現金同等物 2,325,163千円



(リース取引関係) 

  

 
  

第20期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第21期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具器具及び
備品

52,870 44,852 8,017

車両 3,049 210 2,838

合計 55,919 45,062 10,856

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

工具器具及び
備品

11,634 9,448 2,186

(注) 同左

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 6,462千円

１年超 4,394千円

計 10,856千円

(注) 未経過リース料期末相当額は未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,974千円

１年超 212千円

計 2,186千円

(注) 同左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 15,085千円

減価償却費相当額 15,085千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 6,252千円

減価償却費相当額 6,252千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

第20期(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  
２ 当期中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

    該当事項はありません。 
  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

 
  
４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日における償還予定額 

当事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 
  

第21期(平成18年３月31日) 

区分
取得原価
(千円)

決算日における
貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの

①株式 49,978 164,516 114,538

②債券 ― ― ―

③その他 26,021 27,074 1,052

小計 76,000 191,591 115,591

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの

①株式 3,133 2,835 △298

②債券 ― ― ―

③その他 43,496 40,361 △3,135

小計 46,630 43,196 △3,433

合計 122,630 234,788 112,157

区分

第20期
(平成17年３月31日)

貸借対照表計上額(千円)

(子会社株式及び関連会社株式)

 子会社株式 35,000

 関連会社株式 193,926

(その他有価証券)

 ＭＭＦ 88,047

 非上場株式 123,347

 転換社債 54,560

 投資事業組合出資金 98,468

区分
１年内 
(千円)

１年超５年内
(千円)

５年超10年内
(千円)

10年超 
(千円)

① 債券 ― ― ― ―

  国債・地方債等 ― ― ― ―

  社債 38,201 16,359 ― ―

  その他 ― ― ― ―

② その他 ― ― ― ―

合計 38,201 16,359 ― ―



当事業年度（平成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの以外の項目については、当連結会計年度より連結財務諸

表を作成しているため、前事業年度のみ記載しております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

  

当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前事業年度のみ記載しております。 

第20期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

(退職給付関係) 

  
当連結会計年度より連結財務諸表を作成している

ため、前事業年度のみ記載しております。 

 
  

第20期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を採用

しております。

２ 退職給付債務及びその内訳

   退職給付引当金 136,311千円

３ 退職給付費用の内訳

（1）当期発生退職給付費用 29,677千円

（2）会計基準変更時差異の費用処
理額

7,150千円

（3）退職給付費用 36,827千円

４ 退職給付債務の計算基礎

従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務に基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上しております。退職

給付債務の算定にあたっては、簡便法を採用して

おります。

なお、会計基準変更時差異(35,751千円)につい

ては、５年による按分額を費用処理しておりま

す。



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

(持分法損益等) 
  

当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前事業年度のみ記載しております。 

第20期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 

第20期 
(平成17年３月31日)

第21期
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産

 

 (1) 流動資産

   賞与引当金損金算入

   限度超過額
30,139千円

   繰越欠損金 72,925千円

   その他 13,917千円

     計 116,981千円

 
 

 (1) 流動資産

   賞与引当金損金算入

   限度超過額
25,793千円

   製品処分 30,517千円

   その他 35,618千円

     計 91,928千円

 

 (2) 固定資産

   退職給付引当金損金算入 

   限度超過額
53,237千円

   貸倒引当金損金算入限度 

   超過額
6,540千円

   投資有価証券評価損否認 44,078千円

   ソフトウェア開発費否認
   その他

14,864千円 

       825千円

    小計 119,545千円

   評価性引当額 △54,987千円

    計 64,557千円

  繰延税金資産計 181,539千円

  繰延税金負債

 (1) 固定負債

   その他有価証券評価差額金 41,039千円

  繰延税金負債計 41,039千円

  繰延税金資産の純額 140,499千円

 (2) 固定資産

   退職給付引当金損金算入 

   限度超過額
62,133千円

   貸倒引当金損金算入限度 

   超過額
9,794千円

   投資有価証券評価損否認 39,483千円

   ソフトウェア開発費否認 16,942千円

   その他 12,618千円

    小計 140,972千円

   評価性引当額 △59,039千円

    計 81,933千円

  繰延税金資産計 173,861千円

  繰延税金負債

 (1) 固定負債

   その他有価証券評価差額金 59,530千円

  繰延税金負債計 59,530千円

  繰延税金資産の純額 114,331千円

（注）上記の他、再評価に係る繰延税金負債が

9,739千円あります。

（注）上記の他、再評価に係る繰延税金負債が

9,739千円あります。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳

 

  法定実効税率 40.69％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳

 

  法定実効税率 40.69％

  (調整)   (調整)

 

  土地再評価差額金取崩し △43.13％

  評価性引当額の減少 △17.35％

  住民税均等割 3.07％

  交際費等永久に損金に算入

されない項目
2.59％

  その他 △0.75％

   税効果会計適用後の 

   法人税等の負担率
△14.88％

 

交際費等永久に損金に算入 

されない項目
1.18％

  住民税均等割 1.73％

  その他 0.07％

   税効果会計適用後の 

   法人税等の負担率
43.67％

関連会社に対する投資の金額 193,926千円

持分法を適用した場合の投資の金額 147,167千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 10,688千円

 



【関連当事者との取引】 

当期より連結財務諸表を作成しているため、前期のみ記載しております。 

第20期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

子会社等 

 
 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 株式会社クラスエイの銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。 

  

  

(１株当たり情報) 

  

 
 (注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
株式会社 
クラスエイ

東京都 
新宿区

10,000
不動産管理 
業務

所有 
直接100

兼任４人
不 動 産
管 理 委
託

債務保証
(注)

94,200 ― ―

第20期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第21期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 226,917円 １株当たり純資産額 25,629円

１株当たり当期純利益 17,462円 １株当たり当期純利益 1,635円

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 17,343円 潜在株式調整後1株当たり当期純利益 1,622円

項目
第20期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第21期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益 (千円) 296,422 304,559

普通株主に帰属しない金額 (千円) 20,000 28,500

（うち利益処分による役員賞与金（千
円））

（20,000） （28,500）

普通株式に係る当期純利益 (千円) 276,422 276,059

普通株式の期中平均株式数 (株) 15,829 168,814

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算

定に用いられた普通株式増加数の主要な

内訳

新株予約権 （株） 108 1,369

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株引受権２種類(新株予約権の目

的となる株式の数656株)。これら

の詳細は、「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、(２)新株予

約権等の状況」に記載のとおりで

あります。

新株引受権１種類(新株予約権の目

的となる株式の数3,560株)。これ

らの詳細は、「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、(２)新株予

約権等の状況」に記載のとおりで

あります。



(重要な後発事象) 

第20期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 平成17年２月14日開催の取締役会において、次のように株式分割による新株式の発行を行う旨の決議を

しております。 

（１）分割方法 

  平成17年３月31日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、1株につき10株の割合を
もって分割する。 

（２）分割により増加する株式 

  普通株式     167,732株 

（３）株式分割の日 

  平成17年５月20日 

（４）配当起算日 

  平成17年４月１日 

  当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報については、それぞれ次のとおりと
なっております。 

 
  

２ 平成17年６月17日開催の取締役会において、次のように自己株式の処分を行う旨の決議をしておりま

す。当該自己株式処分による収入金は、新規事業に充当する予定であります。 

 処分の内容 

（１）処分方法 

  Targhee Investmentsへの譲渡 

（２）株式の種類及び総数 

  普通株式     8,000株 

（３）処分価額 

  １株につき56,500円 

（４）処分価額の総額 

  452,000,000円 

（５）処分の時期 

  先方払込期日   平成17年７月６日 

  

第19期
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

第20期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 19,857.03円 １株当たり純資産額 22,691.75円

１株当たり当期純利益 1,634.19円 １株当たり当期純利益 1,746.21円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。
 

潜在株式調整後1株当たり当期純利
益

1,734.33円



第21期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 平成18年５月26日開催の取締役会において、会社法第165条第２項の規定に基づき、自己株式を取得す

る旨の決議をしております。 

（１）理由 

  経済情勢の変化に対応した機動的な経営を遂行するため 

（２）取得する株式の種類 

  普通株式 

（３）取得する株式の数 

  4,000株（上限） 

（４）株式取得価額の総額 

  240百万円（上限） 

（５）自己株式取得の日程 

  平成18年５月29日から平成18年８月31日まで 

  

  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

㈱ガイアックス 220 63,580

㈱システム・テクノロジー・ア
イ

260 63,440

トゥエニーワンレイディ㈱ 799 50,017

アイピーモバイル㈱ 2,000 50,000

㈱バリュー・リンク 50 40,000

投資有価
証券

その他有
価証券

㈱りそなホールディングス 95.05 38,495

㈱日本インフォメーションシス
テム

350 35,000

800TeleServices Holding 
Limited

1,300,000 29,367

㈱コムスクエア 120 26,000

㈱シービーシー 8 24,000

その他（ 5銘柄） 9,060 4,668

計 － 424,568

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

有価証券
その他有
価証券 800TeleServices Holding 

Limited 転換社債
38,788 38,788

計 38,788 38,788



【その他】 

  

 
  

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(千円)

投資信託受益証券

有価証券
その他有
価証券

 大和ＭＭＦ 53,231,653口 53,231

 りそなＭＭＦ 4,908,231口 4,908

小計 － 58,139

投資事業組合等出資金

 バリュー・リンクVL-1号投資
事業組合

10口 98,663

 AGI-2号投資事業有限責任協
会

10口 11,800

投資有価
証券

その他有
価証券

 ATC1号投資事業組合 10口 9,688

 AGI-1号投資事業有限責任協
会

5口 5,900

 アクア・ドリーム1号投資事
業有限責任組合

6口 1,620

小計 － 127,672

計 － 185,812



【有形固定資産等明細表】 

  

 
（注）１ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 
            建  物      インターネットカフエ事業用不動産 113,634千円 

      工具器具及び備品  インターネットカフェ事業用     48,366千円 

                アミューズメント施設筐体      58,785千円 

   ２ インターネットカフェ事業の譲渡による減少額は次のとおりであります。 
      建  物                        202,109千円    

      工具器具及び備品                    63,869千円 

      土  地                        282,159千円    

      ソフトウェア                       1,537千円    

      長期前払費用                       14,479千円    

  ３  なお、当期減少額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。 
  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 820,949 119,086 235,964 704,071 143,376 39,873 560,695

(3,108)

 構築物 733 － － 733 439 35 294

 工具器具及び備品 370,111 118,818 234,296 254,633 196,097 73,476 58,536

(13,573)

 土地 1,072,759 － 282,159 790,600 － － 790,600

有形固定資産計 2,264,553 237,905 752,420 1,750,038 339,913 113,386 1,410,125

(16,682)

無形固定資産

 ソフトウェア 35,604 26,232 2,404 59,431 26,326 8,777 33,105

 電話加入権 3,794 － － 3,794 － － 3,794

無形固定資産計 39,398 26,232 2,404 63,225 26,326 8,777 36,899

長期前払費用 45,210 8,500 30,596 23,114 15,389 9,542 7,725

(1,800)

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式数は18,865.50株であります。 

２ 既発行株式の増加は平成17年５月20日をもって１株につき10株の割合による株式の分割を行ったことによる

ものであります。 

  

  

【引当金明細表】 
  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、回収73千円及び洗替511千円であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(千円) 1,406,612 ― ― 1,406,612

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) 18,636.89 167,732.01 ― 186,368.90

普通株式 (千円) 1,406,612 ― ― 1,406,612

計 (株) 18,636.89 167,732.01 ― 186,368.90

計 (千円) 1,406,612 ― ― 1,406,612

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

資本準備金 
 株式払込剰余金

(千円) 1,316,095 ― ― 1,316,095

その他資本剰余金 
 自己株式処分差益

(千円) 295,305 326,763 ― 622,069

計 (千円) 1,611,401 326,763 ― 1,938,164

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (千円) 18,843 ― ― 18,843

任意積立金 
 別途積立金(注４)

(千円) 680,000 ― ― 680,000

計 (千円) 698,843 ― ― 698,843

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 21,537 14,473 ― 585 35,426

賞与引当金 74,069 63,389 74,069 ― 63,389

返品調整引当金 123,560 146,650 123,560 ― 146,650



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 33,823

預金

当座預金 94

普通預金 2,196,995

定期預金 347,827

振替貯金 76,305

別段預金 3,209

計 2,624,431

合計 2,658,255

相手先 金額(千円)

日本出版販売㈱ 7,460

合計 7,460

期日別 金額(千円)

平成18年４月 2,340

  〃  ５月 5,120

合計 7,460



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の当期発生高には消費税等が含まれておりますの

で、売上高とは一致しておりません。 

  

ニ 製品 
  

 
  

ホ 商品 
  

 
  

相手先 金額(千円)

日本出版販売㈱ 472,432

㈱トーハン 408,781

㈱大阪屋 184,849

㈱日教販 80,443

インテル㈱ 45,441

その他 431,883

合計 1,623,830

前期繰越残高 
(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高 
(千円) 
 
(Ｂ)

当期回収高
(千円) 
 
(Ｃ)

次期繰越残高
(千円) 
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

1,515,339 6,536,940 6,428,449 1,623,830 79.8 87

区分 金額(千円)

出版部門

 (書籍) 884,286

 (雑誌) 13,614

合計 897,900

区分 金額(千円)

出版部門 11,798

合計 11,798



ヘ 仕掛品 
  

 
  

ト 貯蔵品 

  

 
  

チ 関係会社株式 

 
  

(b) 負債の部 

イ 買掛金 

  

区分 金額(千円)

出版部門 127,835

 (書籍) (117,473)

 (雑誌) (10,361)

コーポレートサービス部門 34,236

ソフトウェア開発部門 34,391

合計 196,463

区分 金額(千円)

景品類 8,069

合計 8,069

区分 金額(千円)

（子会社）

INCユナイテッド㈱ 699,062

㈱翔泳社プラス 25,000

㈱クラスエイ －

（関連会社）

㈱イージーユーズ 117,070

Global Vision Technology,Inc. 45,066

㈱アールラーニング 38,060

㈱モバイル・アフィリエイト 29,400

eCapital Investments Limited 24,890

合計 978,548

相手先 金額(千円)

㈱廣済堂 29,641

凸版印刷㈱ 28,052

㈱写真化学 16,292

京橋紙業㈱ 15,616



 
  

ロ  社債 

  

 
  

ハ  長期借入金 

  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

㈱モードツー 15,133

その他 399,585

合計 504,321

区分 金額(千円)

第３回無担保社債 200,000

第４回無担保社債 200,000

第６回無担保社債 400,000

第７回無担保社債 180,000

第８回無担保社債 300,000

第９回無担保社債 200,000

第１０回無担保社債 200,000

第１１回無担保社債 150,000

合計 1,830,000

区分 金額(千円)

㈱りそな銀行 229,750

㈱東京都民銀行 200,000

㈱みずほ銀行 86,250

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 81,200

合計 597,200



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 該当事項はありません。

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本社証券代行部

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき 8,600円

  株券登録料 １枚につき  500円

端株の買取り

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本社証券代行部

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、電子公告をすることができない事故
その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。 
 http://www.shoeisha.co.jp/ir

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(１)
自己株券買付状況  
報告書 報告期間 自 平成17年３月１日

至 平成17年３月31日
平成17年４月６日 
関東財務局長に提出。

(２) 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第４号（主要株主の異動）

平成17年４月８日 
関東財務局長に提出。

(３)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第20期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月27日 
関東財務局長に提出。

(４) 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第３号（特定子会社の異動）

平成17年10月24日 
関東財務局長に提出。

(５) 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第３号（特定子会社の異動）

平成17年10月24日 
関東財務局長に提出。

(６) 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第８号（営業譲渡）

平成17年11月28日 
関東財務局長に提出。

(７) 半期報告書 事業年度 
(第21期)

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

平成17年12月22日 
関東財務局長に提出。

(８)
自己株券買付状況  
報告書 報告期間 自 平成18年２月15日

至 平成18年２月28日
平成18年３月２日 
関東財務局長に提出。

(９) 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第７号（会社分割）

平成18年３月30日 
関東財務局長に提出。

(10)
自己株券買付状況  
報告書 報告期間 自 平成18年３月１日

至 平成18年３月31日
平成18年４月３日 
関東財務局長に提出。

(11)
臨時報告書の    
訂正報告書 上記(９)臨時報告書の訂正報告書 平成18年５月26日 

関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

株 式 会 社 翔 泳 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社翔泳社の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社翔泳社

及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 廣 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渥 美 龍 彦 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

株 式 会 社 翔 泳 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社翔泳社の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計

算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社翔泳社の平

成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 廣 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渥 美 龍 彦 
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